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１ 計画策定の背景 

本区では、平成９年策定の行財政改革大綱及び財政健全化計画、平成

９年度から１８年度にかけての第一次・第二次定員適正化計画などによ

り、事務事業の見直しや業務委託、民間委託の推進、職員の定員適正化

に取り組んできました。 

また、平成１６年度には、アウトソーシング基本方針を策定し、この

基本方針と長期基本計画改定版により、平成１７年度から２１年度の５

か年にわたる国の集中改革プランに対応するものとして、着実な行財政

改革の取り組みを展開してきました。 

平成２０年度、本区を取り巻く社会経済状況の大きな変化を踏まえ、

新たな基本構想を策定、次いで、基本構想実現のための具体的方針とし

て、平成２２年度から令和元年度にわたる長期計画を策定し、計画の実

現に向けて、協働・行財政改革にかかる「視点」や「基本的な考え方」

を明示しました。この長期計画を着実に推進するために、健全な財政の

維持や組織定員の適正化、人材育成など、不断の行財政改革に取り組む

ため行財政改革計画（前期）を平成２３年１０月に策定し、行財政改革

計画（後期）を平成２７年３月に策定しました。 

この度、本区では、令和２年度からの１０か年を計画期間とする新た

な長期計画を策定し、計画の実現に向けて、３つの行財政運営の取り組

みとして「開かれた区政と区民の参画・協働の実現」、「効率的な区政

運営と職員の育成」、「自主・自律的な区政運営の推進」を掲げまし

た。 

今回策定の行財政改革計画においては、これまでの行財政改革計画の

内容を踏襲しつつ、新たな長期計画に掲げるＲＰＡやＡＩなどのＩＣＴ

を活用した視点や、多様で柔軟な働き方を推進する視点を踏まえた取り

組みを計画するなど、社会情勢や区民ニーズ等に的確に対応した所要の

見直しを行いました。 

 

２ 計画の目的 

(１) 区民が行政に主体的に参画し協働する環境の充実を図るとともに、

区政に関する必要な情報を、区民・事業者・区等が共有し、透明・公

Ⅰ 行財政改革計画の基本的考え方 
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正な行財政運営を実現します。 

 

(２) 多様な経営管理手法と行政資源の活用により、効率的な行財政運営

を行うとともに、多様化・高度化する行政需要に柔軟かつ迅速に対応

できる組織体制を確立し、さらに、江東区の将来像実現に向け、自ら

考え行動する職員を育成します。 

 

(３) 江東区を取り巻く社会経済状況に柔軟に対応するとともに、自律的

な基盤を強化し、さらに、区民サービスの向上を図るため、安定的な

区政運営が可能な財政基盤を確立します。 

 

３ 計画の位置付け 

本計画は、長期計画の「計画の実現に向けて」に示された基本的考え

方を踏まえた、区政運営管理に関する実施計画です。 

長期計画を実現するための財政運営や、組織・機構、職員体制などの

施策の実行力を担保するための運営管理上の取り組みを示しています。 

また、これまでの本区の行財政改革の成果である、第一次・第二次定

員適正化計画、アウトソーシング基本方針、及び行財政改革計画（平成

23 年度～令和元年度）を引き継ぐ性格のものです。なお、本計画の取

り組みに関しては、「情報化推進プラン」や「職員のしごと生活応援プ

ラン」、及び「公共施設等総合管理計画」とも相互に連携して取り組ん

でいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員のしごと生活応援プラン

（平成28年4月策定）
令和3年4月改定

行財政改革計画
（令和2年3月策定）

計画を実現するための運営
管理の取り組み

アウトソーシング基本方針

第一次・第二次定員適正化計画
行財政改革計画(平成23～令和元年度）

基本構想
（平成21年3月策定）

公共施設等総合管理計画

（平成29年3月策定）
令和5年3月改訂

公共施設等の計画的な維
持管理・更新等を推進する
ための基本方針

職員が健康で能力を発揮
できる組織づくりを推進す
るためのプラン

長期計画
（令和2年3月策定）

基本構想を実現するた
めの10か年計画

継
承

情報化推進プラン

（令和2年3月策定）

計画で掲げる目標を情報
化の側面から実現するた
めのプラン

概ね20年後の区の
将来像と施策の大綱
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４ 計画の構成 

本計画は、長期計画の「計画の実現に向けて」で示された３つの課題

と１０つの取組方針に基づき整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　１　開かれた区政と区民の参画・協働の実現

　①開かれた区政運営による透明性の向上

取組方針
区政に関する必要な情報を、区民・事業者・区等が共有し、透明・公正な行財政
運営を実現します。

主な項目 行政評価制度の活用、オープンデータの利活用

　②区民参画と協働の推進

取組方針 区民が行政に主体的に参画し協働する環境の充実を図ります。

主な項目 公募委員等の区民参画の推進、協働事業提案制度の推進

　２　効率的な区政運営と職員の育成

　①効率的な区政運営の推進

取組方針
多様な経営管理手法と行政資源の活用により、効率的な行財政運営を行いま
す。

主な項目 効率的な清掃事業の推進、区立保育所の民営化

　②　ＩＣＴ利活用の推進

取組方針
情報セキュリティ部門の情報政策機能の強化を図り、ＲＰＡやＡＩなどのＩＣＴを活用
し、定型業務の自動化や事務作業の効率化を進めていきます。

主な項目 情報化推進プランの推進

　③窓口サービスの向上

取組方針
窓口サービスでの区民満足度向上を図るため、民間委託の推進や行政手続きの
簡略化・電子化等、行政サービスの一層の向上に努めていきます。

主な項目 窓口業務のあり方検討

　④公有財産の適切な管理と有効活用

取組方針
区有施設の適切な維持管理を図るとともに、区民ニーズに合った有効活用を進め
ます。

主な項目 適正な跡地等の活用

　⑤職員の育成

取組方針
「意欲・スピード・思いやり」を持って新たな行政課題を解決できる職員を育成する
とともに、職員が健康で能力を発揮できる組織づくりを進めます。

主な項目 多様で柔軟な働き方の推進、専門的な人材育成のあり方検討

　３　自主・自律的な区政運営の推進

　①財源の確保と財政基盤の強化

取組方針
自律的な区政基盤を強化するため、特別区民税等の収納率の維持・向上を図る
とともに、広告事業をはじめとした歳入確保の更なる拡充など、新たな財源確保
に取り組みます。

主な項目 区税の収納率の維持・向上、新たな歳入確保策の検討

　②持続可能で安定的な財政運営の推進

取組方針
社会経済動向が変化する中でも、基金や起債の活用をバランスよく図り、持続可
能で安定的な財政運営を推進していきます。

主な項目 新公会計制度の活用

　③財政運営の透明性の確保

取組方針 区民に分かりやすい財政情報を発信し、財政運営の透明性を確保します。

主な項目 新公会計制度の活用
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５ 計画期間 

本計画の計画期間は、長期計画（前期）年度に合わせ、令和２年度か

ら令和６年度までの５年間とします。 

 

６ 進行管理 

本計画を着実に推進し、計画の成果を確実なものとするため、計画の

進捗状況については、長期計画推進委員会で進行管理を行うとともに、

進捗状況及び結果については、区議会に報告し、あわせて区ホームペー

ジなどにより公表します。 

また、計画期間中に前提となる法制度の改正や経済状況の変化などに

よって個別項目に修正が必要となる場合もあるため、個別項目について

は毎年度見直しを図っていきます。このように、情報公開された環境の

下で検証と評価を受けつつ、ＰＤＣＡサイクルに基づく取り組みを実施

することにより、改革のスピードと実効性を向上させ、引き続き改革の

質を高めていきます。 
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項　目　名 ページ

１　開かれた区政と区民の参画・協働の実現

（１）　開かれた区政運営による透明性の向上

1 行政評価制度の活用 8

2 新公会計制度の活用 8

3 包括外部監査の活用 9

4 契約事務の見直し 9

5 SNSの利活用 10

6 オープンデータの利活用　 10

（２）　区民参画と協働の推進

7 公募委員等の区民参画の推進 11

8 協働事業提案制度の推進 11

２　効率的な区政運営と職員の育成

（１）　効率的な区政運営の推進

9 行政評価制度の活用（再掲) 12

10 指定管理者制度の見直し 12

11 包括外部監査の活用（再掲) 13

12 区立幼稚園のあり方の検討 14

13 江東きっずクラブの推進　【修正】 15

14 障害支援区分認定調査事務の見直し 15

15 保育所調理の見直し 16

16 保育所用務の見直し 16

17 学校警備の見直し 17

18 学校用務の見直し 17

19 効率的な清掃事業の推進 18

20 区立保育所の民営化 18

21 児童館の管理運営の見直し 19

22 江東きっずクラブ（学校外）の管理運営の見直し　【修正】 20

23 高齢者総合福祉センターのあり方検討　 20

24 福祉会館のあり方検討 21

25 公営住宅のあり方検討　 21

26 文化コミュニティ財団の経営改善 22

27 健康スポーツ公社の経営改善 23

28 社会福祉協議会の経営改善 24

29 スポーツ施策の見直し 24

30 マイナンバー制度の活用 25

31 生活保護事業のあり方検討 25

課題名

Ⅱ 個別項目

１ 個別項目総括表
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項　目　名 ページ課題名

１ 個別項目総括表

32 保育園のサービス向上 26

33 歴史三館の管理運営のあり方検討 26

34 定員の適正化 27

35 組織・機構の改革 27

35 共通内部事務のあり方検討　 28

37 事務効率の推進　【修正】 29・30

38 屋内スポーツ施設の管理運営の見直し　　 30

39 区税電子申告の利用率向上　 31

40 放射線業務のあり方の検討　 31

41 地域経済振興関連施設機能の見直し 32

42 介護認定業務のあり方検討　【修正】 32

（２）　ＩＣＴ利活用の推進

43 情報化推進プランの推進　 33

（３）　窓口サービスの向上

44 窓口サービスの向上　 33

45 窓口業務のあり方検討 34

（４）　公有財産の適切な管理と有効活用

46 適正な跡地等の活用 34

47 歴史三館の管理運営のあり方検討（再掲） 35

48 高齢者総合福祉センターのあり方検討（再掲） 35

49 工業用水廃止に伴う魚釣場等の施設管理の見直し　 36

（５）　職員の育成

50 多様で柔軟な働き方の推進　【修正】 36

51 専門的な人材育成のあり方検討　 37

52 多様な人材の活躍推進のあり方検討　 38

３　自主・自律的な区政運営の推進

（１）　財源の確保と財政基盤の強化

53 使用料等の見直し【修正】 39

54 保育所保育料の見直し 39

55 区税の収納率の維持・向上 40

56 国民健康保険料・後期高齢者医療保険料の収納率向上 40

57 介護保険料の収納率向上 41

58 保育料の収納率向上 41

59 新たな歳入確保策の検討 42

（２）　持続可能で安定的な財政運営の推進

60 新公会計制度の活用（再掲) 42

（３）　財政運営の透明性の確保

61 新公会計制度の活用（再掲) 43
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NO. 1 課題名 開かれた区政運営による透明性の向上 

項目名 行政評価制度の活用 

取
組
方
針 

 

外部評価を活用し、行政評価制度の透明性・客観性を高めるとともに、評価

結果の次年度予算への反映を図る。委員構成の見直し等、より専門性の高い評

価を行うなど制度の充実を目指し改善を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○次年度予算

への評価結果

の反映 

○外部評価を

活用した行政

評価の実施 

○次年度予算

への評価結果

の反映 

○外部評価を

活用した行政

評価の実施 

○次年度予算

への評価結果

の反映 

○外部評価を

活用した行政

評価の実施 

○次年度予算

への評価結果

の反映 

   ⇒ 

所管部課 政策経営部企画課 

長期計画「計画の実現に向けて」の

『取組方針』 

個別項目の基本的な方針と

具体的な取り組み内容 

取組方針に基づく各年度の計画・達成目標 

（前年度と同じ場合は「⇒」で表記） 

個別項目の見方 

２ 個別項目 

令和２年度～令和４年度は実績を記載 

取り組みの内容を示した項目名 

令和５年度改定版から計画を修正した

項目名の末尾には、【修正】と記載 
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１ 開かれた区政と区民の参画・協働の実現                    

（１）開かれた区政運営による透明性の向上                   

NO. 1 課題名 開かれた区政運営による透明性の向上 

項目名 行政評価制度の活用 

取
組
方
針 

外部評価を活用し、行政評価制度の透明性・客観性を高めるとともに、評価

結果の次年度予算への反映を図る。委員構成の見直し等、より専門性の高い評

価を行うなど制度の充実を目指し改善を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○次年度予算

への評価結果

の反映 

○外部評価を

活用した行政

評価の実施 

○次年度予算

への評価結果

の反映 

○外部評価を

活用した行政

評価の実施 

○次年度予算

への評価結果

の反映 

○外部評価を

活用した行政

評価の実施 

○次年度予算

への評価結果

の反映 

   ⇒ 

所管部課 政策経営部企画課 

 

NO. 2 課題名 開かれた区政運営による透明性の向上 

項目名 新公会計制度の活用 

取
組
方
針 

 統一的な基準による財務書類を活用し、団体間での財務状況の比較を行うな

ど、区民に分かりやすく伝えることにより、適正かつ透明性のある財政運営の

確保を図る。また、使用料等の見直しなど、新たな活用手法の検討を行う。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○統一的な基

準による財務

書類の作成・

公表 

○統一的な基

準による財務

書類の作成・

公表 

○統一的な基

準による財務

書類の作成・

公表 

○統一的な基

準による財務

書類の作成・

公表 

⇒ 

所管部課 政策経営部財政課 
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NO. 3 課題名 開かれた区政運営による透明性の向上 

項目名 包括外部監査の活用 

取
組
方
針 

包括外部監査での指摘事項や意見を踏まえ、事業の見直し・改善を図る。ま

た、前々年度の包括外部監査報告の指摘事項や意見を検証し、事業の見直し、

改善につなげる。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○包括外部監査

報告の指摘事

項・意見を踏ま

えた事業の見直

し・改善 

○前々年度包

括外部監査報

告に基づく追

跡調査 

○包括外部監査

報告の指摘事

項・意見を踏ま

えた事業の見直

し・改善 

○前々年度包

括外部監査報

告に基づく追

跡調査 

○包括外部監査

報告の指摘事

項・意見を踏ま

えた事業の見直

し・改善 

○前々年度包

括外部監査報

告に基づく追

跡調査 

○包括外部監査

報告の指摘事

項・意見を踏ま

えた事業の見直

し・改善 

○前々年度包

括外部監査報

告に基づく追

跡調査 

   ⇒ 

所管部課 総務部総務課 

 

 

 

NO. 4 課題名 開かれた区政運営による透明性の向上 

項目名 契約事務の見直し 

取
組
方
針 

社会経済情勢の変化に対応出来るように、契約制度の調査・研究に継続的に

取り組み、契約事務の改善につなげる。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○契約制度の

調査・研究及

び見直し 

○契約制度の

調査・研究及

び見直し 

○契約制度の

調査・研究及

び見直し 

○契約制度の調

査・研究及び見

直し 
⇒ 

所管部課 総務部経理課 

 

-9-



NO. 5 課題名 開かれた区政運営による透明性の向上 

項目名 ＳＮＳの利活用 

取
組
方
針 

区発信の情報をタイムリーかつ効果的に周知するため、「江東区ソーシャル

メディアの利用に関する基本方針（平成 27 年度策定）」に基づき、SNS の積極

的な利活用を図っていく。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○SNS 導入・

利活用推進 

○SNS 導入・

利活用推進 

○SNS 導入・

利活用推進 

○SNS 導入・利活

用推進 
⇒ 

所管部課 政策経営部広報広聴課 

 

 

NO. 6 課題名 開かれた区政運営による透明性の向上 

項目名 オープンデータの利活用  

取
組
方
針 

区が保有する多種多様なデータを営利・非営利を問わず誰もが利用できるよ

う二次利用可能な形式で積極的に公開する。また東京都オープンデータカタロ

グサイトとも連携した取組みを推進する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○オープンデ

ータの更新・

新規データセ

ット拡充 

○オープンデ

ータの更新・

新規データセ

ット拡充 

○オープンデ

ータの更新・

新規データセ

ット拡充 

○オープンデ

ータの更新・

新規データセ

ット拡充 

⇒ 

所管部課 政策経営部情報システム課（令和 6年 4月よりＤＸ推進課） 
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（２）区民参画と協働の推進                          

NO. 7 課題名 区民参画と協働の推進 

項目名 公募委員等の区民参画の推進 

取
組
方
針 

審議会等の施策検討の場への、公募区民委員等の参画人員の増を図り、区民

意見の区政への反映を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○公募区民委

員等の参画人

員の増 

○公募区民委

員等の参画人

員の増 

○公募区民委

員等の参画人

員の増 

○公募区民委

員等の参画人

員の増 

   ⇒ 

所管部課 政策経営部企画課 

 

NO. 8 課題名 区民参画と協働の推進 

項目名 協働事業提案制度の推進 

取
組
方
針 

協働事業提案制度の実施を通じて、区民の区政への参画・協働を推進する。 

各年度３事業程度の採択・実施・評価により、市民団体等の活動の活性化と職

員の意識改革を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○前年度採択事

業の実施 

○前年度実施事

業の評価 

○提案事業の募

集・審査 

○前年度採択事

業の実施 

○前年度実施

事業の評価 

○提案制度見

直しの検討 

○提案事業の募

集 

 

 

○前年度実施

事業の評価 

○提案制度見

直しの検討 

○見直し後の提

案事業の募集･

審査･採択 

○前年度採択事

業の実施 

○前年度実施

事業の評価 

   ⇒ 

所管部課 地域振興部区民協働推進担当課長 
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２ 効率的な区政運営と職員の育成                       

（１）効率的な区政運営の推進                         

NO. 9 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 行政評価制度の活用（再掲） 

取
組
方
針 

外部評価を活用し、行政評価制度の透明性・客観性を高めるとともに、評価

結果の次年度予算への反映を図る。委員構成の見直し等、より専門性の高い評

価を行うなど制度の充実を目指し改善を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○次年度予算

への評価結果

の反映 

○外部評価を

活用した行政

評価の実施 

○次年度予算

への評価結果

の反映 

○外部評価を

活用した行政

評価の実施 

○次年度予算

への評価結果

の反映 

○外部評価を

活用した行政

評価の実施 

○次年度予算

への評価結果

の反映 

   ⇒ 

所管部課 政策経営部企画課 

 

NO. 10 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 指定管理者制度の見直し 

取
組
方
針 

 年度評価での財務診断の強化、第三者評価の義務付け、選定手続での外部有

識者の意見聴取により、制度の客観性を高め、毎年度指定管理施設の評価結果

の確認などを実施し、円滑な運営を図る。 

社会情勢に即した選定評価基準・評価委員会のあり方等、運営方法を随時検

討・改善する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○年度評価の

実施 

○評価結果の

次年度事業執

行・選定への

反映 

○年度評価の

実施 

○評価結果の

次年度事業執

行・選定への

反映 

○年度評価の

実施 

○評価結果の

次年度事業執

行・選定への

反映 

○年度評価の

実施 

○評価結果の

次年度事業執

行・選定への

反映 

   ⇒ 

所管部課 政策経営部企画課 
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NO. 11 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 包括外部監査の活用（再掲） 

取
組
方
針 

包括外部監査での指摘事項や意見を踏まえ、事業の見直し・改善を図る。ま

た、前々年度の包括外部監査報告の指摘事項や意見を検証し、事業の見直し、

改善につなげる。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○包括外部監査

報告の指摘事

項・意見を踏ま

えた事業の見直

し・改善 

○前々年度包

括外部監査報

告に基づく追

跡調査 

○包括外部監査

報告の指摘事

項・意見を踏ま

えた事業の見直

し・改善 

○前々年度包

括外部監査報

告に基づく追

跡調査 

○包括外部監査

報告の指摘事

項・意見を踏ま

えた事業の見直

し・改善 

○前々年度包

括外部監査報

告に基づく追

跡調査 

○包括外部監査

報告の指摘事

項・意見を踏ま

えた事業の見直

し・改善 

○前々年度包

括外部監査報

告に基づく追

跡調査 

   ⇒ 

所管部課 総務部総務課 
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NO. 12 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 区立幼稚園のあり方の検討 

取
組
方
針 

区立幼稚園では園児数が減少し、園児一人あたりの経費が増加している状況

から、平成３０年度に基本方針を策定し、令和２年度から２園で３歳児保育及

び預かり保育を開始する一方、適正な集団規模を確保し効率的かつ効果的な運

営を行うため、令和６年度までに４園を廃園する計画とした。その後、将来推

計を上回る園児数の減少や幼児教育・保育の無償化等を踏まえて方針を見直

し、令和５年度から３歳児保育を新たに１園で開始、令和８年度までにさらに

３園を廃園することとした。また、見直し前の計画で検討することとしていた

認定こども園への転換については、区内保育所待機児童の大幅な減少に伴い、

検討を取りやめた。 

今後も園児数の動向や保護者ニーズの変化等を注視しながら、さらなる適正

配置やサービス向上策の必要性について検討を行っていく。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○南陽幼稚園

及び豊洲幼稚

園で３歳児保

育及び預かり

保育を開始 

 

 

 

 

○園児数の推

移を注視し、

区立幼稚園の

サービス向上

策及び適正配

置を検討 

○もみじ幼稚

園及び小名木

川幼稚園を廃

園（年度末に

廃園） 

 

 

 

 

○園児数の推

移を注視し、

区立幼稚園の

サービス向上

策及び適正配

置を検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○園児数の推

移を注視し、

区立幼稚園の

サービス向上

策及び適正配

置を検討 

○川南幼稚園

及びちどり幼

稚園を廃園 

（年度内及び

年 度 末 に 廃

園） 

○なでしこ幼

稚園で３歳児

保育を開始 

 

 

⇒ 

○第一亀戸幼

稚 園 を 廃 園

（年度末に廃

園） 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 

所管部課 教育委員会事務局学務課 
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NO. 13 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 江東きっずクラブの推進【修正】 

取
組
方
針 

公営の江東きっずクラブ（学校内）７か所については、児童指導職の退職不

補充を基本に、民営化を検討・実施する。また、登録児童数の減少した江東き

っずクラブ（学校外）については、休廃室を検討する等、適正配置を検討・実

施する。江東きっずクラブの質を確保するため、指導検査体制を構築し、指導

検査を実施する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○江東きっず

クラブ（学校

内）の民営化

を検討・実施 

○江東きっず

クラブ（学校

外）の適正配

置を検討・実

施 

○江東きっず

クラブ（学校

内）の民営化

を検討・実施 

○江東きっず

クラブ（学校

外）の適正配

置を検討・実

施 

○江東きっず

クラブ（学校

内）の民営化

を検討・実施 

○江東きっず

クラブ（学校

外）の適正配

置を検討・実

施 

○江東きっず

クラブ（学校

内）の民営化

を検討・実施 

○江東きっず

クラブ（学校

外）の適正配

置を検討・実

施 

○指導検査体

制の構築 

 

 

 

 

⇒ 

 

 

 

 

○指導検査の

実施 

○指導する人

材の育成 

所管部課 教育委員会事務局地域教育課 

 

NO. 14 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 障害支援区分認定調査事務の見直し 

取
組
方
針 

障害支援区分認定調査事務について、新たな委託先の検討や既存委託先への

委託拡大により委託件数を増加させる。 

委託事業者への支援・指導体制を整備し、適切な調査を実施する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○新たな委託先

の検討等 

○委託事業者先

への支援 

○指導する人材

の育成 

○新たな委託先

の検討等 

○委託事業者先

への支援 

○指導する人材

の育成 

○新たな委託先

の検討等 

○委託事業者先

への支援 

○指導する人材

の育成 

○新たな委託

先の検討等 

○委託事業者

先への支援 

○指導する人

材の育成 

   ⇒ 

所管部課 障害福祉部障害者支援課
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NO. 15 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 保育所調理の見直し 

取
組
方
針 

定年退職者等の状況を勘案し、保育所調理の業務委託を推進する。  

１歳児以上の給食委託後は、０歳児調理業務の委託等を順次進める。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○業務委託を

実施 

○業務委託を

実施 

○業務委託を

実施 

○業務委託を 

実施 
   ⇒ 

所管部課 こども未来部保育課（令和 6年 4月より保育政策課） 

 

 

 

 

NO. 16 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 保育所用務の見直し 

取
組
方
針 

定年退職者等の状況を勘案し、保育所用務の業務委託等を推進する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○再任用職員

と会計年度任

用職員の活用

により業務継

続 

○再任用職員

と会計年度任

用職員の活用

により業務継

続 

○再任用職員

と会計年度任

用職員の活用

により業務継

続 

○再任用職員

と会計年度任

用職員の活用

により業務継

続 

   ⇒ 

所管部課 こども未来部保育課（令和 6年 4月より保育政策課） 
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NO. 17 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 学校警備の見直し 

取
組
方
針 

技能系職員の退職不補充方針に基づき、学校警備については夜間の完全機械

化を図るとともに、シルバー人材センター等に委託する。また、平成２３年度

に実施された包括外部監査の意見事項を踏まえ、警備職員１名配置の一部委託

化の対応を含め委託化を推進する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○業務委託を

実施 

○業務委託を

実施 

○業務委託を

実施 

○業務委託を 

実施 
⇒ 

所管部課 教育委員会事務局庶務課 

 

 

NO. 18 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 学校用務の見直し 

取
組
方
針 

技能系職員の退職不補充方針に基づき、学校用務の民間委託を推進する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○業務委託を

実施 

○業務委託を

実施 

○業務委託を

実施 

○業務委託を 

実施 
   ⇒ 

所管部課 教育委員会事務局庶務課 
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NO. 19 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 効率的な清掃事業の推進 

取
組
方
針 

清掃事業の民間活力活用の拡大を検討する。 

各年度において、技能系職員の退職不補充を原則としつつ、ごみ量の推移に

応じて、車付雇上車両の比率を上げる等の民間活力を活用検討し、定員削減及

び収集経費の節減を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○退職不補充及

び収集経費の節

減 

○退職不補充及

び収集経費の節

減 

○退職不補充及

び収集経費の節

減 

○退職不補充及

び収集経費の節

減 

   ⇒ 

所管部課 環境清掃部清掃事務所 

 

NO. 20 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 区立保育所の民営化 

取
組
方
針 

区立保育園の指定管理者制度導入を推進し、区民サービスの向上及び運営経

費の縮減を図る。 

辰巳第二保育園（令和４年度）、東砂第三保育園（令和６年度）、亀高第二

保育園（令和１０年度）を順次、民営化する。 

指定管理者を公募により選定した後、移行準備期間を設け、移行前６ヶ月間

の合同保育を経て、円滑な移行を行う。 

民営化にあたっては、計画発表時の在園児がすべて卒園してから移行する。 

次期民営化計画については、亀高第二保育園の民営化スケジュールが明らか

になった時点で検討を開始する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○辰巳第二保

育園移行準備 

 

○辰巳第二保

育園移行準備 

○東砂第三保

育園指定管理

者選定 

○辰巳第二保育

園民営化 

○東砂第三保育

園移行準備 

○東砂第三保育

園移行準備 

○東砂第三保

育園民営化 

所管部課 こども未来部保育計画課（令和 6年 4月より保育政策課） 
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NO. 21 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 児童館の管理運営の見直し 

取
組
方
針 

児童館に関する運営方針の改定を行う。 

あわせて、他の乳幼児子育て支援施設との連携等についても検討する。 

また、指定管理者制度を導入する。 

子ども家庭支援センターの整備や児童人口減少地域における利用者推移を注

視し、適正配置について検討する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○児童館に関す

る運営方針改定

の検討・改定 

○他の乳幼児施

設との連携等の

検討 

○指定管理者選

定 

 

○適正配置の検

討 

○運営方針に基

づき実施 

○他の乳幼児施

設との連携等の

検討 

○指定管理者へ

の移行（小名木

川児童館） 

 

 

 

○適正配置の検

討 

○運営方針に基

づき実施 

○他の乳幼児施

設との連携等の

検討 

 

○指定管理者選

定 

 

 

 

 

○適正配置の検

討 

○亀戸第二児童

館を廃止（年度

末に廃止） 

○運営方針に基

づき実施 

○他の乳幼児施

設との連携等の

検討 

 

○指定管理者選

定 

 

○指定管理者へ

の移行 

 

○適正配置の検

討 

 

⇒ 

所管部課 こども未来部こども家庭支援課 
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NO. 22 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 江東きっずクラブ（学校外）の管理運営の見直し【修正】 

取
組
方
針 

児童館併設等の公営の江東きっずクラブ（学校外）７か所については、児童

指導職の退職不補充を基本に、民営化を検討・実施する。また、江東きっずク

ラブの質を確保するため、指導検査体制を構築し、指導検査を実施する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○民営化の検

討・実施 

○民営化の検

討・実施 

○民営化の検

討・実施 

○民営化の検

討・実施 

○指導検査体

制の構築 

⇒ 

 

○指導検査の

実施 

○指導する人

材の育成 

所管部課 教育委員会事務局地域教育課 

 

 

NO. 23 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 高齢者総合福祉センターのあり方検討  

取
組
方
針 

施設の大規模改修にあわせて、施設全体について、より効果的・効率的な活

用について検討を行う。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○効果的・効率

的な活用につい

て検討 

○効果的・効率

的な活用につい

て検討 

○効果的・効率

的な活用につい

て検討 

○効果的・効

率的な活用に

ついて検討 

   ⇒ 

所管部課 福祉部長寿応援課 
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NO. 24 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 福祉会館のあり方検討 

取
組
方
針 

福祉会館７館すべてを順次、指定管理者制度により民営化する。児童館併設

館については、福祉会館・児童館を一体として指定管理者制度に移行する。ま

た、福祉会館事業について、高齢者生活実態等調査や独自調査などにより、利

用実態やニーズを把握し、効果的な事業内容を検討していく。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○指定管理者へ

移行（大島福祉

会館） 

○福祉会館ニー

ズの把握 

○事業内容の

見直し 

○指定管理者

選定(東陽福祉

会館） 

○指定管理者

への移行(東陽

福祉会館） 

○指定管理者

選定(古石場福

祉会館） 

○指定管理者

への移行（５

館目） 

○指定管理者

選定(６館目） 

○指定管理者

への移行（６

館目） 

○指定管理者

選定(７館目） 

所管部課 福祉部長寿応援課 

 

 

NO. 25 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 公営住宅のあり方検討 

取
組
方
針 

老朽化が進行する昭和５０年代前半の団地（５団地６棟２０２戸）を対象

に、建替及び小規模団地の集約を実施し、管理を効率化する。 

高齢者住宅については、建替え後の区営住宅に併設する。借上住宅について

は廃止する。 

管理戸数について、原則、現行の水準を維持とする。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○プロポーザル

方式により事業

者決定 

○設計 

（猿江一丁目

アパート・大

島 五 丁 目 住

宅） 

○設計・工事 

（猿江一丁目

アパート・大

島 五 丁 目 住

宅） 

○工事 

（猿江一丁目

アパート・大

島 五 丁 目 住

宅） 

○竣工 

（猿江一丁目

アパート・大

島 五 丁 目 住

宅） 

○設計 

（塩浜住宅） 

所管部課 都市整備部住宅課 
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NO. 26 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 文化コミュニティ財団の経営改善 

取
組
方
針 

文化コミュニティ財団の事業計画、運営経費の見直し、定員の適正化等によ

り経営改善を図る。 

事業や施設管理のあり方を見直し、サービスアップを図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○事業計画・経

営改善計画の策

定 

○運営経費の見

直し 

○定員の適正化 

○運営経費の

見直し 

○定員の適正

化 

○運営経費の

見直し 

○定員の適正

化 

○運営経費の

見直し 

○定員の適正

化 

   ⇒ 

所管部課 地域振興部文化観光課 
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NO. 27 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 健康スポーツ公社の経営改善 

取
組
方
針 

健康スポーツ公社の事業計画、経営改善計画に基づき、効率的かつ効果的な

事業を実施するとともに、公社の自立性を高めるための新たな歳入確保やコス

ト削減などに取り組んでいく。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○経営改善計画

の改定 

○次期指定管理

者指定選考に向

けた人員適正配

置計画・サービ

ス向上策・経費

削減策（歳入確

保策）を盛り込

んだ事業計画書

の策定 

○定員の適正

化 

○運営経費の

見直し 

○定員の適正

化 

○運営経費の

見直し 

○定員の適正化 

○運営経費の見

直し 

   ⇒ 

所管部課 地域振興部スポーツ振興課 
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NO. 28 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 社会福祉協議会の経営改善 

取
組
方
針 

地域共生社会構築の一環として社会福祉協議会の役割を見直すとともに、事

業計画・運営経費の見直し、定員の適正化等により経営改善を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○事業計画・運

営経費の見直し 

○定員の適正化 

○施設管理のあ

り方の見直し 

○事業計画・

運営経費の見

直し 

○定員の適正

化 

○事業計画・

運営経費の見

直し 

○定員の適正

化 

○事業計画・

運営経費の見

直し 

○定員の適正

化 

   ⇒ 

所管部課 福祉部長寿応援課（令和 6年 4月より福祉課） 

 

 

NO. 29 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 スポーツ施策の見直し 

取
組
方
針 

江東区スポーツ推進計画を踏まえ、健康スポーツ公社等の指定管理者や民間

スポーツ施設との役割を整理するとともに、区から指定管理者等へのスポーツ

事業の移管を引き続き進める。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○江東区スポー

ツ推進計画に基

づく事業の見直

し 

○江東区スポー

ツ推進計画に基

づく事業の見直

し 

○江東区スポー

ツ推進計画に基

づく事業の見直

し 

○江東区ス

ポーツ推進

計画に基づ

く事業の見

直し 

   ⇒ 

所管部課 地域振興部スポーツ振興課 
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NO. 30 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 マイナンバー制度の活用 

取
組
方
針 

国や地方公共団体の間での情報連携の拡大に対応し、業務の効率化を推進す

る。また、区民のニーズを踏まえ、国の推進方針と整合性を図りながら、「ぴ

ったりサービス」のメニュー拡大をはじめとするマイナンバーの利活用による

新たな施策の積極的な導入を検討する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○情報連携実施 

○マイナンバー

カード交付 

○業務の効率

化・区民サービ

スの向上 

○情報連携実施 

○マイナンバー

カード交付 

○業務の効率

化・区民サー

ビスの向上 

○情報連携実施 

○マイナンバー

カード交付 

○業務の効率

化・区民サー

ビスの向上 

○情報連携実施 

○マイナンバー

カード交付 

○業務の効率

化・区民サー

ビスの向上 

   ⇒ 

所管部課 政策経営部情報システム課 

 

 

NO. 31 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 生活保護事業のあり方検討 

取
組
方
針 

他自治体の状況などを参考に、執行体制の見直しや事務の部分的な委託の可

否などを引続き検討する。保護受給者の増加や相談内容の複雑化に対応する専

門性を確保し、支援の充実を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○検討・調整 

○国の動向の確

認 

○効果効率的執

行体制の検討 

○国の動向の

確認 

○効果効率的

執行体制の検

討 

○国の動向の

確認 

○効果効率的

執行体制の検

討 

○国の動向の

確認 

○効果効率的

執行体制の検

討 

   ⇒ 

所管部課 
生活支援部保護第一課 

生活支援部保護第二課 
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NO. 32 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 保育園のサービス向上 

取
組
方
針 

私立保育所等において、多様化する保護者の就労形態に対応するため、延長

保育や休日保育を実施する。また、在宅子育て世帯への支援強化のため、マイ

保育園登録制度の拡充を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○延長保育の実

施 

○休日保育の検

討 

○マイ保育園登

録制度の充実 

○延長保育の実

施 

○休日保育の検

討 

○マイ保育園

登録制度の充

実 

○延長保育の実

施 

○休日保育の実

施 

○マイ保育園登

録制度の充実 

○延長保育の実

施 

○休日保育の実

施 

○マイ保育園

登録制度の充

実 

   ⇒ 

所管部課 こども未来部保育計画課（令和 6年 4月より保育政策課、保育支援課） 

 

 

NO. 33 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 歴史三館の管理運営のあり方検討 

取
組
方
針 

次期指定管理者選定に向け、新たな事業計画を策定し、引き続き入館者増を

図る。また文化観光課と財団が連携し、区の歴史文化の普及・継承に努める。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○事業計画策定 

○次期指定管理

者の選定 

○事業計画の

実施 

○事業計画の

実施 

○事業計画の

実施 
   ⇒ 

所管部課 地域振興部文化観光課 
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NO. 34 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 定員の適正化 

取
組
方
針 

技能系職員の退職不補充、その他執行体制を見直し、定員の適正化を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○定員適正化を

推進 

○定員適正化

を推進 

○定員適正化

を推進 

○定員適正化

を推進 
   ⇒ 

所管部課 政策経営部企画課 

 

 

NO. 35 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 組織・機構の改革 

取
組
方
針 

区民に分かりやすく、効率的な行政運営を可能にする効果的な組織体制を整

備する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○効果的な組織

の整備 

○効果的な組織

の整備 

○効果的な組織

の整備 

○効果的な

組織の整備 
   ⇒ 

所管部課 政策経営部企画課 
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NO. 36 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 共通内部事務のあり方検討  

取
組
方
針 

基本事務マニュアルの改訂、職員提案制度の推進を含め、全庁的な共通内部

事務の効率化を検討する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○基本事務マニ

ュアルの改訂・

職員への周知・

活用を含め、共

通内部事務の効

率化を検討 

○事務改善提案

等の募集・実施 

○基本事務マニ

ュアルの改訂・

職員への周知・

活用を含め、共

通内部事務の効

率化を検討 

○事務改善提

案等の募集・

実施 

○基本事務マニ

ュアルの改訂・

職員への周知・

活用を含め、共

通内部事務の効

率化を検討 

○事務改善提

案等の募集・

実施 

○基本事務マニ

ュアルの改訂・

職員への周知・

活用を含め、共

通内部事務の効

率化を検討 

○事務改善提

案等の募集・

実施 

   ⇒ 

所管部課 政策経営部企画課 
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NO. 37 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 事務効率の推進  

取
組
方
針 

給与関連事務のうち次の（１）から（５）の作業省力化や外部委託などを検

討し、事務の効率化を進めるとともに、給与計算事務のあり方についても併せ

て検討する。 

（１）給与明細書発行の電子化 

（２）源泉徴収票発行の電子化   

（３）年末調整事務の外部委託化 

（４）住民税特別徴収税額通知事務の外部委託化 

（５）給与各種手続きの電子申請化 

（６）給与計算事務のあり方 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○給与明細書、

源泉徴収票発行

の電子化開始 

○年末調整事務

の外部委託検討 

○住民税特別徴

収税額通知事務

の外部委託検討 

○給与各種手続

きの電子化検討 

○給与計算事務

のあり方検討 

○給与明細書、

源泉徴収票発行

の電子化 

○年末調整事務

の電子化開始 

○住民税特別徴

収税額通知事務

の外部委託検討 

○給与各種手続

きの電子化開始 

○給与計算事務

のあり方検討 

○給与明細書、

源泉徴収票発行

の電子化 

○年末調整事務

の電子化 

○住民税特別徴

収税額通知事務

の外部委託検討 

○給与各種手続

きの電子化 

○給与計算事務

のあり方検討 

○給与明細書、

源泉徴収票発行

の電子化 

○年末調整事務

の電子化 

○住民税特別徴

収税額通知事務

の外部委託検討 

○給与各種手続

きの電子化 

○給与計算事務

のあり方検討 

⇒ 

所管部課 総務部職員課 
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NO. 37 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 事務効率の推進【修正】 

取
組
方
針 

預貯金等調査業務の電子化について、関係機関の動向を注視するとともに先

行自治体の調査研究等を行う。 

預貯金等調査業務の電子化サービスについて導入検討を行う。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○預貯金等調

査業務の電子

化に関する調

査研究 

○預貯金等調

査業務電子化

サービスの本

格実施 

○預貯金等調

査業務電子化

サービスの本

格実施 

○預貯金等調査

業務電子化サー

ビスの本格実施 

⇒ 

 

○預貯金等調査

業務のさらなる

効 率 化 策 の 検

討・実施 

所管部課 
区民部納税課 

生活支援部医療保険課 

 

 

 

NO. 38 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 屋内スポーツ施設の管理運営の見直し  

取
組
方
針 

令和３年度からの次期指定管理者の選定にあたっては、新たな歳入確保や更

なる利用者サービス向上に向けた取組などを積極的に区に提案し、着実に実行

していくことができる指定管理者を選定するとともに、屋内スポーツ施設の管

理運営が効率的かつ効果的に行われるよう年度評価等を実施していく。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○年度評価の

実施 

○次期指定管

理者の選定 

○年度評価の

実施 

○年度評価の

実施 

○年度評価の実

施 
   ⇒ 

所管部課 地域振興部スポーツ振興課 
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NO. 39 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 区税電子申告の利用率向上  

取
組
方
針 

特別区民税・都民税の特別徴収義務者に対して eLTAX の積極的な利用を働き

かけ、eLTAX 利用率の向上を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○eLTAX 利用

方法の周知 

○ eLTAX 利用

方法の周知 

○ eLTAX 利用

方法の周知 

○eLTAX 利用 

方法の周知 
   ⇒ 

所管部課 区民部課税課 

 

 

NO. 40 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 放射線業務のあり方の検討  

取
組
方
針 

レントゲン撮影業務について、アウトソーシング基本方針に基づく民間委

託、実施する保健相談所の集中化や統合、検診車による撮影など、職員体制の

見直しを含め、放射線業務のあり方について検討する。 

併せて、医療監視体制のあり方について検討する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○あり方の検討 

○一部見直し

の実施 

○あり方の検

討 

○一部見直し

の実施 

○あり方の検

討 

○一部見直し

の実施 

○あり方の検

討 

○見直しの実

施 

所管部課 

健康部保健予防課 

保健相談所 

健康部生活衛生課 
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NO. 41 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 地域経済振興関連施設機能の見直し 

取
組
方
針 

コロナ禍後の地域経済活性化のため、創業支援機能の強化ほか経済振興関連

施設のより効果的・効率的な活用について検討を行う。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

 
 

 

 

 

○施設が担う

役割・機能構

成の研究、検

討 

⇒ 

所管部課 地域振興部経済課 

 

 

 

 

NO. 42 課題名 効率的な区政運営の推進 

項目名 介護認定業務のあり方検討【修正】 

取
組
方
針 

今後も増え続ける要介護認定者に対応し、調査・認定業務の効率化を図るた

め、業務のあり方を検討する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

 
 

 

 

 

○窓口受付、

内部事務の委

託化検討 

○令和７年度

委託開始に向

けた準備 

所管部課 福祉部介護保険課 
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（２）ＩＣＴ利活用の推進                           

NO. 43 課題名 ＩＣＴ利活用の推進 

項目名 情報化推進プランの推進  

取
組
方
針 

ＲＰＡやＡＩなどのＩＣＴを活用し、より質の高い行政サービスの提供と行

政運営の更なる効率化を推進する。 

併せて高度ＩＣＴ化を支え、区民から信頼される情報セキュリティの確保に

努める。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○個別施策の検

討・実施 

○個別施策の

検討・実施 

○個別施策の

検討・実施 

○個別施策の

検討・実施 

○プラン第 2

期更新・策定 

 

⇒ 

所管部課 政策経営部情報システム課（令和 6年 4月よりＤＸ推進課） 

 

 

（３）窓口サービスの向上                            

NO. 44 課題名 窓口サービスの向上 

項目名 窓口サービスの向上 

取
組
方
針 

窓口対応での待ち時間短縮を始め、窓口サービスの改善を全庁的に推進し、

区民サービスの基本である窓口サービスでの区民満足度向上を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○対応策の実

施 

○対応策の実施 

○申請書等にお

ける押印の見直

し方針策定 

○対応策の実施 

○方針に基づき

実施 

 

○対応策の実施 ⇒ 

所管部課 
政策経営部企画課 

総務部総務課 
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NO. 45 課題名 窓口サービスの向上 

項目名 窓口業務のあり方検討 

取
組
方
針 

大規模マンション入居等による転入が増加するなか、区民課および出張所

（豊洲特別出張所含む）等の窓口業務のあり方を検討し、区民ニーズを的確に

捉えた質の高い窓口サービスのさらなる向上を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○窓口業務実施

体制の検討 

○窓口業務実

施体制の検討 

○窓口業務実

施体制の検討 

○窓口業務実

施体制の検討 
   ⇒ 

所管部課 
区民部区民課 

区民部豊洲特別出張所 

 

 

 

（４）公有財産の適切な管理と有効活用                     

NO. 46 課題名 公有財産の適切な管理と有効活用 

項目名 適正な跡地等の活用 

取
組
方
針 

区有財産の有効活用に向けた跡地等利用方針に基づき、個別状況に応じた未

利用跡地等の利活用を検討し、区有財産の有効活用を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○旧潮見第一自

転車保管場所跡

地について、利

活用方針決定 

○旧富士見高

原学園の売払

い方針決定 

○亀戸第二児

童館跡地、有

明スポーツセ

ンター内レス

トラン跡地、

もみじ幼稚園

跡地の利活用

決定 

○未利用跡地

等の利活用の

検討 

   ⇒ 

所管部課 政策経営部企画課 
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NO. 47 課題名 公有財産の適切な管理と有効活用 

項目名 歴史三館の管理運営のあり方検討（再掲） 

取
組
方
針 

次期指定管理者選定に向け、新たな事業計画を策定し、引き続き入館者増を

図る。また文化観光課と財団が連携し、区の歴史文化の普及・継承に努める。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○事業計画策定 

○次期指定管理

者の選定 

○事業計画の

実施 

○事業計画の

実施 

○事業計画の

実施 
   ⇒ 

所管部課 地域振興部文化観光課 

 

 

NO. 48 課題名 公有財産の適切な管理と有効活用 

項目名 高齢者総合福祉センターのあり方検討（再掲）  

取
組
方
針 

施設の大規模改修にあわせて、施設全体について、より効果的・効率的な活

用について検討を行う。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○効果的・効率

的な活用につい

て検討 

○効果的・効

率的な活用に

ついて検討 

○効果的・効

率的な活用に

ついて検討 

○効果的・効

率的な活用に

ついて検討 

   ⇒ 

所管部課 福祉部長寿応援課 
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NO. 49 課題名 公有財産の適切な管理と有効活用 

項目名 工業用水廃止に伴う魚釣場等の施設管理の見直し  

取
組
方
針 

工業用水廃止後の水道料金の増大を踏まえ、豊住・砂町魚釣場、竪川河川敷

公園鯉の池、横十間川親水公園田んぼ、しょうぶの池について、代替措置の検

討や施設の縮小・廃止等について検討していく。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○各施設の見直

し方針決定 

○方針に基づ

き実施 

○工業用水廃

止 

○方針に基づ

き実施 

○方針に基づ

き実施 
   ⇒ 

所管部課 土木部施設保全課 

 

４）職員の育成                               

NO. 50 課題名 職員の育成 

項目名 多様で柔軟な働き方の推進【修正】  

取
組
方
針 

多様で柔軟な働き方の実現に向けて、令和２年度に予定しているしごと生活

応援プランの改定作業の中で次の視点を踏まえて検討し、令和３年度以降取り

組んでいく。 

（１）時差出勤制度の範囲拡大、在宅勤務制度等の柔軟な勤務制度の導入 

（２）長時間労働の是正に向けた職員意識の変革促進 

（３）業務繁閑や部署を超えたニーズに対応可能な柔軟で機動的な組織体制の確立 

（４）育休を取得しやすい環境の整備 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○しごと生活応

援プランの改定 

○しごと生活

応援プランに

基づく取組実

施 

○しごと生活

応援プランに

基づく取組実

施 

○しごと生活

応援プランに

基づく取組実

施 

○在宅勤務型

テレワークの

導入検討 

 

⇒ 

 

  

○在宅勤務型

テレワークの

試行実施 

所管部課 総務部職員課 
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NO. 51 課題名 職員の育成 

項目名 専門的な人材育成のあり方検討 

取
組
方
針 

今後１０年の行政需要や環境変化に対応できる専門的人材の確保・育成策に

ついて、主に次の視点を踏まえて、あり方を検討する。 

（１）児童相談所や一時保護所で従事する職員の確保・育成 

（２）（１）以外の福祉分野における専門的人材の確保・育成 

（３）技術系職員の確保・育成 

（４）複線型人事制度の見直し 

（５）（１）から（３）を可能とする育成策、人事制度、自己啓発支援 

（６）専門的知識を有する任期付職員の活用 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○(1)(2)を優先

してあり方検討 

○専門的人材の

需要調査実施準

備 

○ (1)(2) 以 外

のあり方検討 

○専門的人材

の需要調査実

施 

○調査結果に

基づき実施を

検討 

○実施可能な

ものから取組

開始 

○ (1)(2) 以 外

のあり方検討 

○調査結果に

基づき実施を

検討 

○実施可能な

ものから取組

開始 

○ (1)(2) 以 外

のあり方検討 

○調査結果に

基づき実施を

検討 

○実施可能な

ものから取組

開始 

⇒ 

所管部課 総務部職員課 
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NO. 52 課題名 職員の育成 

項目名 多様な人材の活躍推進のあり方検討 

取
組
方
針 

多様な人材が活躍できる環境整備や支援体制について次の視点を踏まえて検

討する。 

（１）区長会申し合わせ障害者雇用率(３．０％以上)を踏まえた障害者の積極的 

採用 

（２）育児・介護・疾病等様々な事情を抱えた職員の支援体制の充実 

（３）定年延長を視野に入れた高齢期職員の活用 

（４）会計年度任用職員制度や任期付職員制度の活用 

（５）女性の活躍推進 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○会計年度任用

職員制度の活用 

○障害者の採

用、障害者活躍

推進計画の策定 

○様々な事情を

抱えた職員の支

援体制の検討 

○任期付職員制

度の活用検討 

○障害者の採

用、計画に基づ

く活躍推進 

○様々な事情

を抱えても活

躍できる支援

の実施 

○高齢期職員

の活用策の検

討 

○様々な制度の

職員の活用 

○障害者の採

用、計画に基づ

く活躍推進 

○様々な事情

を抱えても活

躍できる支援

の実施 

○高齢期職員

の活用策の検

討 

○様々な制度の

職員の活用 

○障害者の採

用、計画に基づ

く活躍推進 

○様々な事情

を抱えても活

躍できる支援

の実施 

○高齢期職員

の活用 

⇒ 

所管部課 総務部職員課 
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３ 自主・自律的な区政運営の推進                       

（１）財源の確保と財政基盤の強化                        

NO. 53 課題名 財源の確保と財政基盤の強化 

項目名 使用料等の見直し【修正】 

取
組
方
針 

４年に一度の使用料等見直しに向け、毎年度決算後、施設の維持管理コスト

と最大徴収使用料との乖離状況を分析する。 

見直し時には、それらの推移や、直近決算時の状況、また、今後の物騰等の

状況を踏まえ、適正な使用料等の設定を行う。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○使用料等改定 
○令和２年度

決算分析 

○令和３年度

決算分析 

○使用料等改

定に向けた検

討 

○令和５年度

決算分析 

所管部課 政策経営部財政課 

 

 

NO. 54 課題名 財源の確保と財政基盤の強化 

項目名 保育所保育料の見直し 

取
組
方
針 

保育料検討委員会等において、保育所保育料の定期的な見直しの検討を行

い、受益者負担の適正化を図る。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○保育料改定

実施 
  

○保育料の見

直し検討 

○保育料改定

実施 

所管部課 こども未来部保育課（令和 6年 4月より保育支援課） 
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NO. 55 課題名 財源の確保と財政基盤の強化 

項目名 区税の収納率の維持・向上 

取
組
方
針 

収納体制の強化及び徴収事務の効率化により、収納率の向上を図る。『納期

内納付の推進』『滞納の早期解決』『適正な滞納処分』の３つを基本方針に、

徴収対策を実施する。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○効果的な整

理手法の検討 

○他自治体と

の連携強化 

○新たな収納

体制の構築 

○効果的な整

理手法の導入 

○他自治体と

の連携強化 

○新たな収納

体制の構築 

○効果的な整

理手法の導入 

○他自治体と

の連携強化 

○新たな収納

体制の構築 

○効果的な整

理手法の導入 

○他自治体と

の連携強化 

○新たな収納

体制の構築 

   ⇒ 

所管部課 区民部納税課 

 

 

NO. 56 課題名 財源の確保と財政基盤の強化 

項目名 国民健康保険料・後期高齢者医療保険料の収納率向上 

取
組
方
針 

現年分の収納を強化し、滞納世帯数、滞納額の縮減を図る。 

コールセンターの機能を強化し、現年分滞納者への電話催告を推進する。 

財産調査等の拡充により、滞納者の資産状況を把握し、滞納処分や適正な執

行停止を進める。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○コールセン

ターの機能強

化の検討        

○滞納処分・

適正な執行停

止の推進 

○現年分滞納

者への電話催

告の推進 

○滞納処分・

適正な執行停

止の推進 

○現年分滞納

者への電話催

告の推進 

○滞納処分・

適正な執行停

止の推進 

○現年分滞納

者への電話催

告の推進 

○滞納処分・

適正な執行停

止の推進 

   ⇒ 

所管部課 生活支援部医療保険課 
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NO. 57 課題名 財源の確保と財政基盤の強化 

項目名 介護保険料の収納率向上 

取
組
方
針 

収納体制の強化及び徴収事務の効率化により、収納率向上を図る。コールセ

ンターと徴収嘱託員との連携を図り、現年分保険料の早期徴収及び滞納繰越分

の圧縮を図る。 

〔具体的な取組内容〕 

①コールセンターと徴収嘱託員との連携による徴収強化（滞納世帯との接触

を図る） 

②制度理解促進のための啓発・広報（保険料の自主納付に繋げる） 

③口座振替利用勧奨の強化（普通徴収期間における確実な収納方法） 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○コールセン

ターと徴収嘱

託 員 と の 連

携、啓発・広

報、口座振替

勧奨 

○コールセン

ターと徴収嘱

託 員 と の 連

携、啓発・広

報、口座振替

勧奨 

○コールセン

ターと徴収嘱

託 員 と の 連

携、啓発・広

報、口座振替

勧奨 

○コールセン

ターと徴収嘱

託 員 と の 連

携、啓発・広

報、口座振替

勧奨 

   ⇒ 

所管部課 福祉部介護保険課 

 

 

NO. 58 課題名 財源の確保と財政基盤の強化 

項目名 保育料の収納率向上 

取
組
方
針 

保育料負担の公平性の確保のため、引き続き、様々な滞納対策の取り組みを

効果的に実施し、収納率の向上に取り組む。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○滞納対策の

強化 

○滞納対策の

強化 

○滞納対策の

強化 

○滞納対策の

強化 
   ⇒ 

所管部課 こども未来部保育課（令和 6年 4月より保育支援課） 
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NO. 59 課題名 財源の確保と財政基盤の強化 

項目名 新たな歳入確保策の検討 

取
組
方
針 

新たな歳入確保に向け、広告事業のさらなる推進とともに、引続き、その他

の歳入事業の検討を行う。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○新たな歳入

事業の実施 

○新たな歳入

事業の実施 

○新たな歳入

事業の実施 

○新たな歳入

事業の実施 
   ⇒ 

所管部課 政策経営部財政課 

 

 

（２）持続可能で安定的な財政運営の推進                    

NO. 60 課題名 持続可能で安定的な財政運営の推進 

項目名 新公会計制度の活用（再掲） 

取
組
方
針 

 統一的な基準による財務書類を活用し、団体間での財務状況の比較を行うな

ど、区民に分かりやすく伝えることにより、適正かつ透明性のある財政運営の

確保を図る。また、使用料等の見直しなど、新たな活用手法の検討を行う。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○統一的な基

準による財務

書類の作成・

公表 

○統一的な基

準による財務

書類の作成・

公表 

○統一的な基

準による財務

書類の作成・

公表 

○統一的な基

準による財務

書類の作成・

公表 

⇒ 

所管部課 政策経営部財政課 
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（３）財政運営の透明性の確保                         

NO. 61 課題名 財政運営の透明性の確保 

項目名 新公会計制度の活用（再掲） 

取
組
方
針 

 統一的な基準による財務書類を活用し、団体間での財務状況の比較を行うな

ど、区民に分かりやすく伝えることにより、適正かつ透明性のある財政運営の

確保を図る。また、使用料等の見直しなど、新たな活用手法の検討を行う。 

年
次
計
画 

【実績】 【計画】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○統一的な基

準による財務

書類の作成・

公表 

○統一的な基

準による財務

書類の作成・

公表 

○統一的な基

準による財務

書類の作成・

公表 

○統一的な基

準による財務

書類の作成・

公表 

⇒ 

所管部課 政策経営部財政課 
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NO. 9 課題名 区民参画と協働の推進 

項目名 協働社会をつくるための人材づくり 

取
組
方
針 

区民や市民団体等を対象とした、協働の啓発や団体活性化のためのセミナー

を充実させ、協働の担い手となる人材の育成、団体活動の活性化に向けた環境

整備を図る。 

市民団体等と行政との連携・協働をコーディネートする中間支援組織の早期

整備を推進する。 

年
次
計
画 

【実績】  

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○協働啓発・

団体活性化セ

ミ ナ ー の 実

施・充実 

○活動の活性

化に向けた環

境整備 

○中間支援組織

の設置に向けた

検討 

○協働啓発・団

体活性化セミナ

ーの実施・充実 

○中間支援組

織の設置に向

けた検討 

○中間支援組

織の設置 
    

所管部課 地域振興部区民協働推進担当課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NO は、計画達成年度における項目番号 

長期計画「計画の実現に向けて」の

『取組方針』 

個別項目の基本的な方針と

具体的な取り組み内容 令和２年度から５年度は実績を記載 

３ 達成済の個別項目 

個別項目の見方 
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令和５年度に計画達成した個別項目 

 

NO. 9 課題名 区民参画と協働の推進 

項目名 協働社会をつくるための人材づくり 

取
組
方
針 

区民や市民団体等を対象とした、協働の啓発や団体活性化のためのセミナー

を充実させ、協働の担い手となる人材の育成、団体活動の活性化に向けた環境

整備を図る。 

市民団体等と行政との連携・協働をコーディネートする中間支援組織の早期

整備を推進する。 

年
次
計
画 

【実績】  

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

○協働啓発・

団体活性化セ

ミ ナ ー の 実

施・充実 

○活動の活性

化に向けた環

境整備 

○中間支援組織

の設置に向けた

検討 

○協働啓発・団

体活性化セミナ

ーの実施・充実 

○中間支援組

織の設置に向

けた検討 

○中間支援組

織の設置 
    

所管部課 地域振興部区民協働推進担当課長 
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３３ 

 

１ 定員適正化の実績 

本区は、第一次定員適正化計画（平成９～１３年度）及び第

二次定員適正化計画（平成１４～１８年度）において、必要な

区民サービスを提供するための計画的な職員採用及び柔軟な職

員配置を図り、計 1,010 人の職員数の削減を図りました。 

計画期間終了後の平成１９年度から２３年度においても、第

二次定員適正化計画の基本方針及びアウトソーシング基本方針

を踏まえ、計画的な定員の適正化を実施しました。 

さらに、平成２３年度からは行財政改革計画の取り組みとし

て、新たな定員適正化計画を策定し、平成２６年度までに計

92 人、平成２７年度から令和元年度において、計 40 人の職員

数の削減を図りました。 

＜定員適正化の実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 定員の適正化 

（単位：人） 

*第１次定員適正化計画には清掃業務移管に伴う職員数を含まない。

定
員
適
正
化
計
画

合計

合計

平成８年度から令和元年
度までの削減合計

▲ 1,370

令和元年度 2,715 ▲ 5 ‐

平成３０年度 2,720 ▲ 31 ‐

2,751 ▲ 5 ‐

▲ 40 ±0

平成２７年度 2,773 18 ‐

平成２８年度 2,756 ▲ 17 ‐

平成２９年度

▲ 104▲ 92

▲ 574 ▲ 360

▲ 34

3,010
▲ 228

▲ 34

▲ 1,010 ▲ 680

▲ 33

第
二
次

2,814

2,847平成２３年度

▲ 37

職員数 （実績） （計画）

▲ 33

▲ 436 ▲ 320

3,649

3,681

平成２５年度

第
一
次 3,245

平成　８年度

平成１３年度

（４月１日現在）

平成１８年度

平成１３年度

3,075

定

員

適

正

化

計

画
平成２６年度

合計

2,780

平成２４年度

平成１９年度

▲ 252,755
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２  定員適正化の考え方 

行財政改革計画（平成２７年度～令和元年度）の取り組みに

引き続き、令和２年度から令和６年度までを期間とした定員適

正化計画を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 定員適正化計画 

本計画期間中の定員適正化計画は、「定員適正化に向けた基

本方針」に基づき、次のとおりとします。 

なお、本計画期間中は新たな長期計画に基づく事務事業や、

人口増加による行政需要の増大が見込まれており、簡素で効率

的な体制を引き続き堅持しつつ、必要な人材の確保については

積極的かつ計画的な採用を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ １ ） 限 ら れ た 人 材 の 中 で 、 執 行 体 制 の 見 直 し を 図 り 柔 軟

な 人 員 配 置 を 行 い ま す 。  

（ ２ ） 事 務 事 業 の 見 直 し を 図 り 、 効 果 的 な ア ウ ト ソ ー シ ン

グ を 推 進 し ま す 。  

（ ３ ） 再 任 用 職 員 等 を 有 効 に 活 用 し ま す 。  

（ ４ ） 退 職 不 補 充 の 方 針 の も と 、 単 純 労 務 職 員 （ 技 能 系 職

員 ） の 採 用 は 原 則 と し て 行 い ま せ ん 。  

定員適正化に向けた基本方針 

現状値（令和元年度） 計画値（令和６年度）

職員数
(4月1日現在)

2,715人 2,715人

削減数 ±0人

備考
○技能系職員等の退職不補充

○事務職・技術職等の増員

*障害者雇用率達成に伴う職員数を含む。

*児童相談所開設準備に伴う職員数は含まない。
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参考資料 
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１ アウトソーシング基本方針の概要 

財政負担を軽減しつつ、多様化する区民ニーズに的確に応え

るための行財政改革の有効な手段として、施設の公設民営（指

定管理者）、施設の民営化、業務の民間委託など事務事業の外

注化を包括して、本区では、「アウトソーシング」と称してい

る。 

平成１６年５月、本区のアウトソーシングに関する基本的な

考え方や方向性を整理した「アウトソーシング基本方針」を策

定、この方針に基づき児童、福祉施設等の民間委託を推進して

きた。 

 

２ アウトソーシングに関する基本的な考え方 

 （１）アウトソーシング推進の方向性 

区自らが提供するよりも、民間事業者等にサービスの提供を

委ねた方が、市場原理により効果的な成果が期待できる場合が

ある。 

区自ら実施する場合と同程度以上のサービスが効率的に提供

される場合は、アウトソーシングを推進するものとする。 

・事務処理の効率化が図られる 

・人件費等の経費の削減が図られる 

・専門的な知識・技術の活用ができる 

・行政サービスの向上が図られる 

 

 

 

 

 

 

 

江東区アウトソーシング基本方針 

※区の職員が直接執行しなければならない業務 

 ・法令により民間に行わせることが禁止されているもの 

 ・公権力を直接行使するもの 

 ・政策形成に関するもの 

 ・高度なプライバシー保護が必要なもの、など 
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 （２）アウトソーシングを考える際の基準 

区の職員が直接執行しなければならない事業以外については、

次の基準に該当するものについて、原則としてアウトソーシン

グを検討するものとする。 

・区で行っている事業のうち民間でも同様に行っている業務 

・人件費や物件費等経費の削減が図られる業務 

・経常的に必要とされていない専門的・技術的業務 

・一時的に多量に処理する必要のある業務 

・臨時的業務 

・変則的勤務形態である業務 

・単純・定例化している業務 

 

３ アウトソーシング実施に当っての留意点 

 （１）アウトソーシングの手法、受託者等 

施設の設置目的や事務事業の内容等を考慮して、手法、受託

者等の中で最適なものを選択する。 

①手  法： 

施設の公設民営（指定管理者） 施設の無償貸付け

等による民営化 業務の民間委託 など 

②受託者等： 

社会福祉法人 公益財団法人 医師会 歯科医師会 

株式会社 町会・自治会ボランティア ＮＰＯ など 

 

 （２）個人情報保護・情報開示 

個人情報の保護については、守秘義務の担保に関する規定

（機密保持違反に対する損害賠償の規定を含む）を契約の中に

盛り込むとともに、外部委託業者の出入り場所を制限するなど

事務執行方法に細心の注意を払う必要がある。 

また、個人情報保護条例に定める個人情報の取扱いにかかる

諸規定、守秘義務規定や罰則規定を周知徹底させるものとする 

 

 （３）サービスの維持・向上 

アウトソーシングの実施により、総体としてサービスの低下

を来たさないようにしなければならない。むしろ、経済性に配
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慮しつつ、サービスの向上（利用時間の延長、利用料金の軽減、

良好な接遇等）に努めるものとする。 

 

 （５）定期的な見直し・監督 

施設の公設民営や業務の民間委託等をした場合の最終的な行

政責任はあくまでも区にあり、事務処理を委ねたことにより行

政責任を免れるものではない。 

区における適正な管理監督の下に事務執行がなされるように

するとともに、定期又は随時にサービスの質、サービス利用者

の満足度等について調査・評価を行い、必要な軌道修正をし、

住民サービスの維持向上に努めるものとする。 

なお、アウトソーシングする事業に関する知識・技術・ノウ

ハウについては引き続き区で保持していかなければならない。 

 

 （６）住民に対する説明 

アウトソーシングに当っては、事前に関係住民に対する十分

な説明が必要である。事業の現状と将来展望、直営とアウトソ

ーシングのコスト比較、サービス内容、実施の手順などについ

て、計画段階から区報やホームページ、住民説明会など様々な

手段を使って情報を提供し、住民の理解を得るよう努めるもの

とする。 

 

 （７）人材の有効活用 

アウトソーシングにより生じる余剰人員については、必要に

応じて転職務等の措置により、新たな行政需要や退職者の補充

に振り向け、有効活用を図っているところであるが、今後は、

こうした制度の活用のほか、任用制度の見直しを検討するなど、

人材の一層の有効活用を図っていくものとする。 
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＜行財政改革の変遷＞ 

策定年度 対象年度

行財政改革に係る基本的な考え方を明示

事務事業の民間委託

使用料、保育料の見直し

公共施設の適正配置

行財政改革大綱に基づく実施計画

定員適正化計画数▲158人

5％マイナスシーリング

大型施設整備の原則凍結

定員適正化計画の上乗せ▲162人

健全化アクションプランを盛り込む

定員適正化計画の上乗せ▲326人

行政評価制度の導入による施策評価、事務事
業の見直し

民間委託の推進

受益者負担の原則

技能系職員の退職不補充

区民サービス部門の業務委託

再任用制度の活用

計画数▲360人

指定管理者制度の導入

経費削減と区民サービス向上の両立

平成17年3月 長期基本計画改定版 平成17～21年度 行政評価制度の活用による事務事業の見直し

平成22年3月 江東区長期計画 平成22～令和元年度
行財政改革に関する「視点」及び「基本的な
考え方」を明示

平成23年3月 行政評価システム評価版 平成17～21年度
長期基本計画後期期間における行財政改革の
実績の検証・総括

平成23年10月
江東区行財政改革計画
（前期）

平成23～26年度
江東区長期計画によって示された「視点」
「計画の実現に向けて」を踏まえた区政運営
管理にかかる実施計画

平成27年3月
江東区行財政改革計画
（後期）

平成27～令和元年度

江東区長期計画によって示された「視点」
「計画の実現に向けて」を踏まえた区政運営
管理にかかる実施計画

平成9年2月 行財政改革大綱 平成 9～12年度

主　な　内　容計　画　名

平成16年5月 アウトソーシング基本方針 平成16～21年度

平成12年11月 財政白書 平成12年度～  

平成13年3月 長期基本計画 平成12～21年度

平成13年11月 第二次定員適正化計画 平成14～18年度

平成9年12月 第一次定員適正化計画 平成 9～13年度

平成9年12月 財政健全化計画 平成 9～12年度
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江東区長期計画推進委員会設置要綱 

平成２２年５月２５日 

２２江政企第２２２号 

（設置） 

第１条 江東区長期計画（以下「長期計画」という。）に基づく事

業及び施策の実施に関する課題について検討し調整を図るため、

江東区長期計画推進委員会（以下「委員会」という。）を設置す

る。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次の事項について検討する。 

(1) 長期計画における主要事業の進行管理に関すること。 

(2) 長期計画における施策及び事務事業に関する行政評価に関す

ること。 

(3) 行財政改革のうち、次に掲げること。 

ア 職員体制の改革に関すること。 

イ 組織・機構運営改革に関すること。 

ウ 事業運営手法の改革に関すること。 

エ 区有財産の有効活用に関すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、長期計画に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって構成する。 

２ 委員長は、政策経営部を担任する副区長（以下「政策経営部担

任副区長」という。）をもって充てる。 

３ 副委員長は、政策経営部担任副区長以外の副区長及び教育長を

もって充てる。 

４ 委員は、別表第１に掲げる者をもって充てる。 

５ 委員会に幹事を置き、別表第２に掲げる者をもって充てる。 

６ 幹事は、委員会の会務を補佐し、事務を分担する。 

（運営） 

第４条 委員長は、必要に応じて委員会を招集し、会務を総理する。 

２ 委員長に事故のあるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじ

め委員長の指名する副委員長がその職務を代理する。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を委員会

に出席させることができる。 
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（部会） 

第５条 委員会は、必要に応じて、部会を置くことができる。 

２ 部会長及び部会の構成員は、委員長が指名する。 

３ 部会長は、必要に応じて部会を招集し、会務を総理する。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、政策経営部企画課において処理する。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年５月２６日から施行する。 

（江東区長期基本計画進行管理に関する要綱の廃止） 

２ 江東区長期基本計画進行管理に関する要綱（平成１３年６月１

８日１３江政企発第４８号）は、廃止する。 

（江東区組織改革検討委員会設置要綱の廃止） 

３ 江東区組織改革検討委員会設置要綱（平成２０年８月１５日２

０江政企第４９７号）は、廃止する。 

附 則 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

政策経営部長、総務部長、地域振興部長、区民部長、福祉部長、

障害福祉部長、生活支援部長、健康部長、保健所長、健康部次長、

こども未来部長、環境清掃部長、都市整備部長、地下鉄８号線事業

推進室長、土木部長、会計管理室長、教育委員会事務局次長、選挙

管理委員会事務局長、監査事務局長、区議会事務局長 

別表第２（第３条関係） 

政策経営部企画課長、政策経営部財政課長、政策経営部計画推

進担当課長、総務部総務課長、総務部職員課長 
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江東区長期計画推進委員会行財政改革検討部会設置要領 

平 成２２年７月２６日 

江 政 企 第 ５ １ ９ 号 

（設置）  

第１条 江東区長期計画推進委員会設置要綱第５条に基づき、江東

区長期計画推進委員会（以下「委員会」という。）が審議する事

項のうち、行財政改革の推進について、調査及び検討するため、

行財政改革検討部会（以下「部会」という。）を設置する。  

（所掌事務）  

第２条 部会は、次の事項について調査、検討する。 

(1) 定員の適正化に関すること。  
(2) 組織・機構運営の改革に関すること。  
(3) 事業運営手法の改革に関すること。  
(4) その他行財政改革に関すること。  

（組織）  

第３条 部会長は、政策経営部長をもって充てる。 

２ 副部会長は、総務部長をもって充てる。 

３ 部会員は、政策経営部企画課長、政策経営部財政課長、政策経

営部計画推進担当課長、政策経営部行政管理担当課長、総務部総

務課長、総務部職員課長及び教育委員会事務局庶務課長をもって

充てる。 

（運営）  

第４条 部会長は、必要に応じて部会を招集し、会務を総理する。  

２ 部会長に事故のあるときは、副部会長がその職務を代理する。  

３ 部会長は、必要あると認めるときは、部会員以外の者を会議に

出席させることができる。  

（庶務）  

第５条 部会の庶務は、政策経営部行政管理担当において処理する。  

（その他）  

第６条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は部会長が定め

る。  

   附 則 

 この要領は、平成２２年７月２６日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２８年７月１日から施行する。 
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